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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS B 7556:2016 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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気体用流量計の校正及び器差試験 

Calibration and proving test for gas flowmeter 

 

1 適用範囲 

この規格は，気体用流量計に対して計量トレーサビリティのとれた校正値及びその不確かさを求めるた

めの校正方法，並びに気体用流量計の器差を求めるための試験方法について規定する。 

この規格の校正・器差試験を行う環境条件は，大気圧，常温及び常湿とする。また，試験気体は，常温

で乾燥状態から常湿の湿度をもつ空気とする。ただし，校正及び器差試験（以下，校正・器差試験という。）

を行う流量範囲及び被試験流量計に流入する気体の圧力に関しては規定しない。また，標準流量計に供給

される試験気体の圧力が校正証明書に記載された圧力を超える場合には適用しない。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7505-1 アネロイド型圧力計－第 1 部：ブルドン管圧力計 

JIS B 7551 フロート形面積流量計 

JIS Q 17025 試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項 

JIS Z 8103 計測用語 

JIS Z 8766 渦流量計－流量測定方法 

ISO/IEC Guide 99，International vocabulary of metrology－Basic and general concepts and associated terms 

(VIM) 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS Z 8103 及び ISO/IEC Guide 99 による。 

3.1 

気体用流量計（gas flowmeter） 

管路内を流れる気体の質量流量，体積流量又は積算体積を測定するための計測器 

注釈 1 この規格では，全ての測定原理に基づく流量計を対象とする。 

3.2 

器差（instrumental error） 


